
 

 

2026年 1月 26日 

各 位 

 

会 社 名 株 式 会 社 イ ト ー キ 

代表者名 代表取締役社長 湊 宏 司 

（ コー ド 番号 ： 7 9 7 2 東 証 プライム） 

問合せ先 常務執行役員経営企画本部長 田中 有美  

（TEL 03-6910-3910） 

 

連結子会社の吸収合併（簡易合併）に関するお知らせ 

 

当社は、2026 年 1 月 26 日開催の取締役会において、当社連結子会社である株式会社イトーキシェアード

バリュー（以下「イトーキシェアードバリュー」）を吸収合併（以下「本合併」）することについて決議いた

しましたので、下記の通りお知らせいたします。 

なお、本合併は完全子会社を対象とする簡易吸収合併であるため、開示事項・内容を一部省略して開示し

ております。  

記 

１．合併の目的 

循環型経済やサステナビリティへの関心が高まる中、当社は環境サポート事業を担うイトーキシェアード

バリューを統合することにより、柔軟な働き方とコスト最適化を実現し、顧客価値の最大化と環境価値の創

出を目指します。 

 

２．合併の要旨 

（１）合併の日程 

   取締役会決議日  2026年 1月 26日 

   合併契約締結日  2026年 1月 26日 

   合併予定日（効力発生日） 2026年 10月 1日（予定） 

 

本合併は、当社においては会社法第 796条第２項に定める簡易吸収合併に該当するため、 

合併契約に関する株主総会は開催いたしません。 

 

（２）合併の方式 

   当社を存続会社とする吸収合併方式で、イトーキシェアードバリューは解散します。 

 

（３）合併に係る割当ての内容 

   本合併は、当社 100％子会社を対象とする吸収合併であるため、本合併による株式その他金銭等の 

割当てはありません。 

 

（４）合併に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い該当事項はありません。 



 

３．合併の当事会社の概要 

  吸収合併存続会社 吸収合併消滅会社 

（１） 名 称 株式会社イトーキ 
株式会社イトーキシェアード

バリュー 

（２） 所 在 地 大阪市中央区淡路町一丁目６番 11号 東京都中央区入船一丁目 8番 2号 

（３） 代 表 者の 役 職・ 氏名 代表取締役社長 湊 宏司 代表取締役社長 横井 義孝 

（４） 事 業 内 容 オフィス家具の製造・販売等 

レンタル、リデュース、リユース、リ

サイクル、空間シェアなどの環境サポ

ート事業 

（５） 資 本 金 7,351百万円 50百万円 

（６） 設 立 年 月 日 1950年 4月 20日 2004年 4月 27日 

（７） 発 行 済 株 式 数 53,382,850株 1,000株 

（８） 決 算 期 12月 31日 12月 31日 

（９） 大 株 主及 び 持株 比率 

（2025年６月 30日現在） 
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（10） 直前事業年度の財政状態及び経営成績 

 決 算 期 2024年 12月期（連結） 2024年 12月期 

 純 資 産 49,342百万円 479百万円 

 総 資 産 120,521百万円 803百万円 

 １ 株 当 た り 純 資 産 1,001.13円 479,983.39円 

 売 上 高 138,460百万円 338百万円 

 営 業 利 益 10,077百万円 76百万円 

 経 常 利 益 10,004百万円 75百万円 

 
親会社株主に帰属する 

当期純利益又は当期純利益 
7,183百万円 37百万円 

 １ 株 当 た り 当 期 純 利 益 147.02円 37,739.40円 

 

 

 



 

４．合併後の状況 

  本合併による当社の名称、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金、決算期に変更はありませ

ん。 

 

５．今後の見通し 

本合併は当社の完全子会社との合併であるため、当社の連結業績への影響は軽微であります。 

以 上 


